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2026年 10月 21日 

各 位 

会 社 名 株式会社倉元製作所 

代表者名 代表取締役 CEO 星 彰治 

     代表取締役社長兼 CFO 小峰 衛 

（コード：5216、スタンダード市場） 

問合せ先 代表取締役社長兼 CFO 小峰 衛 

（TEL．0228－32－5111） 

 
ペロブスカイト太陽電池事業に関する第２回出資の払込時期の再変更に関するお知らせ 
 

当社は、2026 年６月 19 日付開示資料「ペロブスカイト太陽電池事業に関するプロジェクト投資枠組み

協定書の締結及び 30 万 USD の前受金受領のお知らせ」、2026 年８月 31 日付開示資料「ペロブスカイト太

陽電池事業に関する当社子会社に対する合弁出資に関する株主間契約の締結及びそれに伴う連結子会社の

異動（連結除外）の見込みに関するお知らせ」及び 2026 年９月 11 日付開示資料「（開示事項の変更）ペ

ロブスカイト太陽電池事業に関する合弁・投資・株主間契約の締結及び出資条件の一部変更に関するお知

らせ」において、当社、当社の連結子会社であるＫＵＲＡＭＯＴＯペロブスカイト株式会社（以下「本子

会社」といいます。）及び聚石化學（香港）有限公司（Polyrocks Chemical (Hong Kong) Limited、以下

「聚石化学香港」といいます。）の三者間で、2026 年９月 10 日付でペロブスカイト太陽電池事業に関す

る合弁・投資・株主間契約を締結したことなどをお知らせしておりました。 

また、当該契約に基づき、聚石化学香港が本子会社に対して総額 5,900,000米ドルを 12回に分けて出資

すること、第１回出資 300,000 米ドルについては 2026 年９月 10 日付で出資として取り扱ったこと、第２

回出資 500,000米ドルの当初の払込期日を 2026年９月 30日としていたことをお知らせしておりました。 

 

その後、当社は、2026 年９月 30 日付開示資料「ペロブスカイト太陽電池事業に関する当社子会社に対

する合弁出資（全 12回）の第２回出資時期の変更に関するお知らせ」において、聚石化学香港の親会社で

ある广东聚石化学股份有限公司（Polyrocks Chemical Co., Ltd.、以下「聚石化学」といいます。）より、

第２回出資 500,000 米ドルの原資として予定している資金の入金時期が当初の予定より後ろ倒しとなる見

込みである旨の連絡を受け、当社、本子会社及び聚石化学香港において協議した結果、第２回出資につい

ては、出資額 500,000米ドルは変更することなく、払込時期を 2026年９月 30日から 2026年 10月中旬（見

込み）に変更することをお知らせしておりました。 

 

そうしたなかで、このたび、当社は、聚石化学より、第２回出資の原資として予定している資金の入金

時期がさらに遅延している旨の連絡を受けました。 

本日現在、聚石化学香港による本子会社への第２回出資 500,000 米ドルの払込みは行われておらず、新

たな具体的払込期日についても確定しておりません。 

このため、第２回出資の払込時期について、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．変更の内容 

変更箇所に下線を表示しています。 

 

項目 変更前 変更後 

第２回出資額 500,000米ドル 500,000米ドル（変更なし） 

払込時期 2026年 10月中旬（見込み） 未定（現在協議中） 
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２．変更の理由 

当社は、聚石化学より、第２回出資 500,000米ドルの原資として予定している行政側からの補償金

の入金時期が、当初の見込みよりさらに遅延している旨の説明を受けました。聚石化学の説明によれ

ば、行政に対する支払請求手続きはすべて完了しているものの、行政側からの送金に際しては、銀行

に対して資金使途の報告及び送金申請を行い、銀行の承認を得る必要があり、現在、この承認手続き

が進行中であるため、入金に遅延が生じているとのことです。 

これにより、2026年 10月中旬（見込み）としていた第２回出資 500,000米ドルの払込時期につい

て、再度見直しが必要となったものです。 

 

３．今後の見通し 

現時点において、第２回出資 500,000 米ドルの出資額及び聚石化学香港による本子会社への総出資

予定額 5,900,000米ドルについて、変更の合意はなされておりません。 

当社は、聚石化学香港に対して、第２回出資の早期払込みを要請するとともに、新たな払込期日及

び第３回以降の出資計画について協議を進めてまいります。 

第２回出資の具体的な払込期日が確定した場合には、速やかにお知らせいたします。 

本件が当社の 2026年 12月期連結業績に与える影響については現在確認中であり、今後、開示すべ

き事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


